
新たな専門医制度について
専門医の認定と更新

一般社団法人 日本専門医機構

水谷修紀（東京医科歯科大学名誉教授）
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専門医制度：改革の骨子

 学会認定専門医 ⇨ 中立的機関が認定

• プロフェッショナルオートノミー、学会との協力

 患者の視点に立ち、専門医の質を保つ

 公に認められる資格として評価される

• 診療に従事しようとする医師は、基本診療領域の いずれ

か１つの専門医資格を取得

 研修プログラムにより評価・認定する

 診療実績を重視（更新においても）

 専攻医の キャリア形成支援の視点を重視
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（一般社団法人）日本専門医機構組織図
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専門医の更新

 専門医制度整備指針 (2014年7月)

ＩＩＩ．専門医の認定と更新

機構によって認定された専門医委員会が審査および認定・更新の実務を行う

専門医の認定・更新については、専攻医あるいは専門医個人が専門医認定・

更新部門内に組織された各専門医委員会に申請し、機構が認定する

２．専門医の更新

専門医の更新には、次の条件が必須である

• 診療に従事していること

『診療実績』の確認は必須である

認定施設での専門研修指導医としての指導実績は

単位認定として認められる
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専門医更新基準

1. 勤務実態の自己申告
• 勤務実態を証明する自己申告書

• 勤務形態については、直近１年間の実態

2. 診療実績の証明
• 専門医としての診療実績、診療能力を証明する症例

• 症例一覧表には５年間に診療した症例

3. 更新単位の取得
• 専門医資格更新に必要な単位

• 右の i 〜 iv の4項目の合計

• ５年間で合計50単位の取得
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項 目 取得単位

i 診療実績の証明 最小5単位、最大10単位

ii 専門医共通講習
最小5単位、最大10単位

（このうち3単位は必修講習）

iii 領域別講習 最小20単位

iv 学術業績・診療
以外の活動実績

0～10単位



診療実績の証明の方法

専門医資格を更新するために、専門医としての診療実績、診療能力を以下のA,B,Cのいず
れかの方法により証明していただきます。領域の事情も考え領域内で一律にA, B, Cのいず
れかにする方法か、個々の専門医の選択に任せる方法もあります。

A. 登録等により診療実績や診療能力を示す場合
外科領域のように、領域で定めた方法による５年間の手術実績等の登録の結果に基づき、
その診療能力を証明する方法です。

B. 症例一覧の提示により診療実績、診療能力を示す場合
５年間に診療した症例の一定数について診療日時、病名、治療法、転帰、診療施設名、責
任者氏名（印）などを提出する方法です。提出を求める症例数や内容／項目等については、
妥当と考えられる範囲で各領域専門医委員会が決定してください。領域専門医委員会で
不適切と判断した場合や疑義がある場合には、面接やサイトビジット等を経て合否判定を
行います。

C. 自己学習を促進するとともに適切な診療能力の有無の判定を目的とした筆記
試験等を行なう場合
open book examinationやe-testingなどがこれに含まれます。筆記試験やその合格基準は

領域ごとの専門医委員会（試験委員会）で作成します。専門医認定のための筆記試験の
一部を更新のための試験として行うことも可能です（e-testingも含まれます）。



移行期の段階的更新基準

学会基準 機構基準

２０１５年度 9/10 1/10

２０１６年度 4/5 1/5

２０１７年度 3/5 2/5

２０１８年度 2/5 3/5

２０１９年度 1/5 4/5

２０２０年度 ０ 5/5
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質問

Q１ 現在、旧プログラムで研修中の専攻医はどうなる？

これまで取得した学会認定専門医はどうなるのか

Q２ 特別な事情で更新できない時の対応はどうするのか

（妊娠、出産、育児、介護、留学、ベテラン医師 etc.）

Q3 単位付与の対象となる講習会の認定と

同上の移行期間の取り扱いについて

Q4 日本医師会生涯教育講座の取り扱いについて
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質問

Q１ 現在、旧プログラムで研修中の専攻医はどうなる？

これまで取得した学会認定専門医はどうなるのか

Q２ 特別な事情で更新できない時の対応はどうするのか

（妊娠、出産、育児、介護、留学、ベテラン医師 etc.）

Q3 単位付与の対象となる講習会の認定と

同上の移行期間の取り扱いについて

Q4 日本医師会生涯教育講座の取り扱いについて
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2020年度以降に
(新)機構専門医取得

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

新制度での専攻

新制度専門医試験開始

新制度専門医（以後５年毎更新）

2015〜2019年度に
学会専門医取得

初期研修

2014年度以前に
学会専門医認定

新基準で専門医更新
（新制度）

2019年度までの移行期は、学会基準で更新するか、更新新基準（暫定）
どちらかで更新 （両専門医は同等の資格と見なされる）
・ その後の更新（5年後）は新基準による更新のみ
・ 更新新基準（暫定）を満たさないものは猶予期間を与えることが可能

学会認定専門医 新基準で専門医更新
（新制度）

新基準専門医、新基準更新

こ
れ
以
降
は
全
員
新
制
度
専
門
医

学会認定専門医として従来基準で認定
⇨ ５年後に新基準による更新の対象
新旧制度の専門医は同等の資格とみなす
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更新時期による新旧専門医

(2017年度以降の専攻医)

・更新新基準（移行）を満たす者は
新基準で専門医更新

・満たさない者は学会専門医更新

・更新新基準（移行）を満たす者は
新基準で専門医更新

・満たさない者は学会専門医更新



 2017年3月以前に専門研修を開始した者

→ まず学会専門医認定 → 5年後に機構認定専門医更新の対象

• 特別な事情（海外留学、出産、病気療養など）で予定期間内に

学会認定専門医となれない者

→ 従来の学会専門医をめざし

→ 合格5年後の更新時に機構認定専門医の更新資格へ

従って、2020年4月以降の一定期間は、学会専門医の初回認定と

機構認定専門医の初回認定が一部混在することになる

• この間、学会専門医と機構認定専門医は同等の資格として扱う

• なお、学会専門医試験不合格者は、従来の方法で学会専門医

をめざす

→ 新プログラムでの専攻医を経ていない者が機構専門医を

取得するためには学会専門医に一旦合格する必要がある
日本専門医機構 12

旧カリキュラムで研修中/研修予定の
専攻医の資格取扱い



質問

Q１ 現在、旧プログラムで研修中の専攻医はどうなる？

これまで取得した学会認定専門医はどうなるのか

Q２ 特別な事情で更新できない時の対応はどうするのか

（妊娠、出産、育児、介護、留学、ベテラン医師 etc.）

Q3 単位付与の対象となる講習会の認定と

同上の移行期間の取り扱いについて

Q4 日本医師会生涯教育講座の取り扱いについて
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14

特別な事情で更新できない時の対応

（妊娠、出産、
育児、介護、
留学 etc.）

例①

例②
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ベテラン専門医への対応について

 領域で相応の経験を有する専門医の知識・

経験を、後進の指導に活かす目的

• 専門医（学会専門医を含む）を連続して(仮に)4回

更新されている場合、次の更新から

i. 診療実績の証明を免除

ii. その単位を領域別講習等で補う（合計50単位はその

まま）方法を選択可能

• 何回目の更新からにするかは、領域の

判断を尊重する
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質問

Q１ 現在、旧プログラムで研修中の専攻医はどうなる？

これまで取得した学会認定専門医はどうなるのか

Q２ 特別な事情で更新できない時の対応はどうするのか

（妊娠、出産、育児、介護、留学、ベテラン医師 etc.）

Q3 単位付与の対象となる講習会の認定と

同上の移行期間の取り扱いについて

Q4 日本医師会生涯教育講座の取り扱いについて
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単位講習会の認定

① 2017年度以降

事前に専門医委員会（専門医機構）での一次審査を経
て、機構の専門医認定・更新部門委員会で承認(２次審
査）を得ること

受講証明必要

② ２０１６年度以前

専門医委員会あるいは準じる委員会で認定され、

受講証明があれば事後承認
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単位講習会の認定

① 2017年度以降

事前に専門医委員会（専門医機構）での一次審査を経
て、機構の専門医認定・更新部門委員会で承認(２次審
査）を得ること（講習の事前審査制）

受講証明必要

② ２０１６年度以前

専門医委員会あるいは準じる委員会で認定され、

受講証明があれば事後承認
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単位付与の対象となる講習会の認定手順
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一次審査合格 約２週間で認定

一次審査の依頼
（依頼方法等は各領域ごとに）

領域へ通知
→公示①

一次審査
日本専門医機構の専門医委員会（各領域）

開催条件の確認
□ 開催年月日 □ 講習時間と付与単位数 □ 企画としての妥当性
□ 開催地域に偏りがないか □ 講習方法、受講確認体制

内容の確認
□ 講演内容の妥当性 □ 演者の妥当性、人数 □ 演者のCOI

協賛企業がある場合 (原則、協賛は認めない）
□ 講演内容と協賛企業との関わり □ 協賛企業と演者との関わり

二次審査
日本専門医機構認定・更新部門委員会

② ③

④

２０１７年度以降



単位講習会の認定

① 2017年度以降

事前に専門医委員会（専門医機構）での一次審査を経
て、機構の専門医認定・更新部門委員会で承認(２次審
査）を得ること

受講証明必要

② ２０１６年度以前

専門医委員会あるいは準じる委員会で認定され、

受講証明があれば事後承認
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質問

Q１ 現在、旧プログラムで研修中の専攻医はどうなる？

これまで取得した学会認定専門医はどうなるのか

Q２ 特別な事情で更新できない時の対応はどうするのか

（妊娠、出産、育児、介護、留学、ベテラン医師 etc.）

Q3 単位付与の対象となる講習会の認定と

同上の移行期間の取り扱いについて

Q4 日本医師会生涯教育講座の取り扱いについて
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認定単位講習会の提供者と講習の種類
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学会 共通講習 領域別講習

日本医師会 共通講習 領域別講習

施設(基幹、連携）

専門医機構

共通講習（？）

共通講習

２０１７年度以降（遅れることもある）

事前審査制：
専門医委員会において一次審査。
機構専門医認定・更新部門で二次審査



共通講習

学会機構 日医

機構認定

領域別専門医委員会 日医専門医委員会一次
審査

二次
審査

施設

機構専門医認定・更新部門委員会

認定証発行(機構：ID番号など）

受講証明書発行（領域別専門医委員会／日医専門医委員会）
（移行期間中は施設による受講証明書も有効）



診療領域別講習

学会 日医

機構認定

領域別専門医委員会

日医専門医委員会

一次
審査

二次
審査

機構専門医認定・更新部門委員会

都道府県医

認定証発行(機構：ID番号など）

受講証明書発行（領域別専門医委員会、日医専門医委員会）



認定単位講習会の提供者と講習の種類
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学会 共通講習 領域別講習

日本医師会 共通講習
（CC1~14)

領域別講習

研修施設 共通講習

移行期の措置(2016年度まで）

各専門医委員会において審査／受講証明必須



質問

新制度での専門医更新について

Q：移行期間に学会専門医と機構認定専門医のどちらの専門医で更
新すべきでしょうか？

A：2024年度迄の期間は「学会専門医」と「機構認定専門医」は同等に

扱われますが、それ以後は「機構認定専門医」が唯一の「専門医」資
格となります。したがって移行期間中に機構認定専門医へ移行するこ
とが必須ではございませんが、移行措置の期間中に新機構の専門医
として更新することを優先していただくことを基本方針としております。
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地域性への配慮

１：日本医師会生涯教育講座の単位化による地方医師への配慮

２：e-learning の講習単位への活用

３：「特別な事情で更新できない時の対応」の地域枠卒業生などへの
適用



専門医更新基準認定開始予定年度及び作成状況一覧

2015年9月14日時点

領域名 認定開始予定年度 更新基準作成状況

産婦人科 2015 確定

病理 2015 確定

形成外科 2015 確定

救急科 2016 確定

泌尿器科 2016 確定

臨床検査 2016 確定

整形外科 2016 確定

精神科 2016 確定

耳鼻咽喉科 2016 最終確認段階

外科 2016 最終確認段階

リハビリテーション科 2016 最終確認段階

放射線科 2016 未決定

眼科 2017 確定

小児科 2017 未決定

内科 2018 最終確認段階

麻酔科 2019 未決定

皮膚科 2022 最終確認段階

脳神経外科 2022 未決定
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（年度） 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

研修
プログラム

専攻医

専門医
認定

専門医
更新

指導医 新制度指導医または暫定的な指導医(2024.3まで）

初期臨床研修 日本専門医機構：専攻医を登録

各領域医で
更新基準
の作成

モデル研
修プログラ

ム
作成・承認

基幹研修
施設研修
プログラ
ム作成

専攻医に

研修プログ
ラム提示

日本専門医機構：研修プログラム
に従って研修

プログラム
修了専攻
医が申請

上記を満たさない申請者は学会の更新審査で承認され
次回更新時に日本専門医機構の認定を得ることを目指す

日本専門医機構：新基準での専門医更新審査 新
専門医

日本専門医機構



（Ⅰ）. 特別な理由（留学、妊娠、出産、育児、病気療養、介護、管理職、災害被災など）のため
に専門医の更新ができない場合、各専門医が事情に応じて以下の2つ(I-1又はI-2)の方法のい
ずれかを選択することができる。

（I-1）.専門医としての活動や自己学習が完全にできない期間があり、更新が困難になると予
想される場合：

活動休止申請書（開始、終了期日を記載）と理由書を提出し、領域専門医委員会と専門医認
定・更新部門委員会の審査と承認を経て専門医活動の休止が認められる。なお、休止期間は
専門医を呼称する事はできない。休止期間に上限はないが、2年を超えて延長を希望する場
合には3年目から1年間の休止期間の延長願いを理由書と共に提出して、上記委員会の承認

を受ける。専門医活動休止期間の満了や終了は上記委員会への申請と承認が必要である。
その後、専門医としての活動が再開できる。活動休止期間を除く前後の合計5年間に規定の
50単位を取得して次の専門医資格を更新する。

I-2）. 専門医としての診療活動を定期的にできないが自己学習などが継続できる場合：

専門医更新基準のうち、診療実績の基準を満たすことができないが、専門医共通講習、領域
別講習および学術業績の更新基準を満たすことができる場合、次回更新時に領域専門医委
員会と専門医認定・更新部門委員会に理由書を提出し、承認が得られれば、診療実績の項目
Cをもって領域の定める診療実績の不足分を補うことができる。項目Cに関する追加基準につ
いては領域ごとに定める。なお、当初から項目Cを採用している基本領域についても本措置の
適用対象に含まれる。



上記I以外の理由により規定更新単位を満たせなかった場合。

何らかの事情のため規定の更新単位を満たせず、専門医資格の更新ができなかった場合に
は、上記委員会に理由書を提出し、審査を受けなければならない。審査において、正当な理由
があると認められた場合は失効後1年以内に更新基準をみたすことで専門医資格を復活する
ことができる。（失効後復活までの期間は専門医ではない。）

過去に学会あるいは機構認定専門医であったが、何らかの理由で資格を失った場合、資格喪
失の理由書を添えて資格回復の申請を行い、上記委員会で認められた場合は、5年後に更新
基準を満たすことにより資格を回復できる。


